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1．まえがき 

室蘭工業大学のグループは防波堤と兼用できる波力発

電システムとして振り子式システムを開発し，室内実験

および実海域での試験を実施し，その高効率性と安定性

を確認した 1),2)。また，振り子式変換システムを収納す

る開口ケーソンは，エネルギー吸収により従来の直立型

防波堤に比べ，水平および鉛直波力が小さくなっている

ことを室内実験と実海域の試験で明らかにした 3)。 

本論文は，この特性を利用して，既設の直立型防波堤

や護岸，もしくは混成防波堤直立部の沖側に振り子式発

電用開口ケーソンを設けるシステムを提案し，発電コス

トを試算し，その有効性を確認する。 

 

2．三種のシステムと作用波力 

 既設混成防波堤を対象に，その前方におく図-1 に示

すような３種の開口ケーソンを対象とする。 

A は既設の防波堤が充分安定な場合であり，開口ケー

ソンによる波力減少は期待しなくとも良い場合である。 

開口ケーソンは軽重量で良く，鋼製が考えられる。 B

は既設防波堤の安定度が低くて，近い将来に補強するこ

とが必要な場合であり，鉄筋コンクリート製となる。 

C は浮上形として研究されたもの 4)を適用した案で，既

設防波堤前方への拡幅が制約され，開口ケーソン幅を狭

くしなければならない場合であり，吸収エネルギー量は

A，B よりも減少する。 以後は A と B について検討する。 

 

2.1 振り子式開口ケーソンの波力 

 振り子式開口ケーソンに作用する波力について筆者ら

は, 室内実験と実海域試験の結果から波力式を提案して

いる。 図-2 のように水室の数が N の開口ケーソンに対

する水平波力と揚圧力については下式で示される 3)。 

 

(1) 水平波力 

ケーソン全体に作用する全水平波圧
HP は，次式で与えら

れる。 
 

pwpwDwswswH PNCdPNdPP  )( 12  (1) 

 

ここで, PH はケーソン全体についての全水平波圧，Psw, 

PDw 並びに Pp は, それぞれ側壁, 隔壁並びに振り子板に

作用する単位幅員当りの水平波圧，
swd , 

pwd 並びに
wC

はそれぞれ側壁,隔壁並びに水室の幅員である。 
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図-1 三種類のシステムの概略断面図 

 

  

 

図-2 開口ケーソンの波力（岸向き） 
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また，Ppは次のように表現される。 
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ここで，
0w は海水の単位体積重量, H は波高, hは水

室水深, 
owd は底版の厚さである。 

 

(2) 揚圧力 

開口ケーソンの底版に作用する揚圧力は下式で与えら

れる。 

 

Hwp

lBpP

u

uU

015.0


 (3) 

 

ここで， l と B は, ケーソンの長さと幅員である。 

 

2.2 複合構造体の波力 

式(1)～(3)による開口ケーソンの波力と，混成防波堤

の波力についての広井式を用いて，既設防波堤直立部と

開口ケーソンからなる複合構造体の波力は以下のように

推定される（図-3）。 

 

(1) 水平波力 

開口ケーソンが既設防波堤に剛結されていることを前

提にするならば, 水平波圧は式(1)で与えられる。Psw と

PDw については，次式を採用する。 

 

DHwPP Dwsw  051.   (4) 

 

これより PH は 

 

   DHwNCNClP wwH  08051 ..  (5) 

 

(2) 揚圧力 

底部揚圧力は図-3 に示されるように，開口ケーソンと

既設直立部に作用する両者からなる。 後者は, 海側端揚

圧力強度を前者と等しいとし岸側端をゼロとして求める

こととすれば，複合構造全体では下式で表される。 

 

HlwBBP oU 0150
2

1
150 



  ..   (6) 

 

2.3 既設防波堤との波力の比較 

複合構造物の波力と既設防波堤の波力の比は，以下

のように推定される。ここで，添え字 o は，既設防波

堤を示している。 

 

pw

ppl

PH

pu Pu

 

図-3 合成構造物の波力分布 

 

(1) 水平波力 
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一般的に   80.lNCw
, であるから 

 

HoH PP < 0.6  (8) 

 

(2) 揚圧力 
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一般的に   1oBB , を想定すると 

 

UoU PP < 0.36  (10) 

 

式(8),(10)から，合成構造物の全波力は既設防波堤の全

波力に比べて，水平波力で約30%，揚圧力で約60%となる。

以上の結果から，滑動安定限界波高は約2倍に増加するこ

とが期待できる。 

 

2.4 既設防波堤との接続方法 

 近藤ら5)は，既設防波堤と新たに付加する構造物の接

続方法について提案している。付加型のケースの場合は，

アンカーボルトで既設防波堤と鋼製フレーム開口ケーソ

ンを固定し，補強型のケースの場合は，既設防波堤と鉄

筋コンクリート開口ケーソンの間隙に水中コンクリート

を打設して固定する方法を提案している。 

 

2.5 構造特性 

 

(1) 鋼製フレーム(A 型) 

図-1 に示す鋼製フレームを用いた付加型(A 型)の場合，

波力は前述の複合構造体の波力として求めることができ

る。今，図-4 に示すように長さ 5m，幅員 10m からなる

鋼製フレーム開口ケーソンを 4 つ連結した例を考える。 
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図-4 鋼製フレームを用いた設計例の概略図 

 

側壁部，底板部および背後部には，中間支柱およびはり

で補強している。また，波のエネルギーが振り子に効率

よく変換されるように，側壁と底板に鋼板をはり，水の

移動を防いでいる。各フレーム，支柱およびはりには，

200×200mm の H 型鋼を用いた。 

付加型鋼製フレームの開口ケーソンは自重を小さくで

きるが，転倒および滑動に対する安定限界波高は鉄筋コ

ンクリート製の開口ケーソンより大きくなる。 

 

(2) 鉄筋コンクリート開口ケーソン(B 型) 

 図-2に示す鉄筋コンクリートケーソンは3室（N=3）で

ある。室蘭港に設置された開口ケーソンは2室である。 

図-4の A 型と同じ全長20m, 4水室の場合について, dsw= 

dbw= dow = 0.5m, dpw= 0.4m, Cw= 4.45m となる。 

 

3．発電コストの試算 

 

3.1 対象構造物と設計条件 

日本海側の本土の港を対象に, 定格 450kW の波力発電

施設を設置する。離島の場合については，近藤ら 5)によ

って推定されている。設計波は表-1に示すように機械

設備の耐用年数に合わせて，開口ケーソンも 15 年再現

波を採用している。  

取得電力は既存の電力網に投入することを想定する。 

表-2は機械システム（振り子板，油圧変換機，発電機） 

表-1 設計波 

水 深 L.W.L 下 10 m  

設計潮位 ＋1.0 m 

平均波パワー 10 (kW/m) 

再現期間 15 年設計波 H’o= 6m,T1/3 = 12sec. 

 

表-2 機械設計条件 

 

の設計条件である。 総合効率は表-2に示した 0.45 を

採っている。  

ケーソンの１ユニットの長さを 20m とし，5 ユニット, 

全長 100m である。 以下のコスト計算は１ユニット当り

にしてある。 

 

3.2 発電コスト 

波力電力の建設コスト（円/kW）や 発電コスト（円/ 

kWh）は水力発電に準じて推定される。 ここでは寒地港

湾技術研究センターが用いた波力発電コストCG(円/kWh)

の推定方法6)に準じて試算する。 

 

(kWh) 

)( 
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円年間運転費年間固定費 
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表-3 建設費・年間固定費・運転費 

註：( )の数値はコンクリート型で「構造物建設費」

を除いたもの。 

ケーソン寸法 長さ 20ｍ，幅員 10ｍ 

一基当たりの平均入力

波パワー 

 10×20  

 = 200 kW 

総合効率  0.45 

定格出力  200×0.45 = 90 kW 

型 式 

費用(千円)   
鋼製フレーム型 コンクリート型

A:構造物建設費 33,000 90,000 

B:機械と電気設

備 
30,000 30,000 

C: 建設費 計 63,000   120,000 

D: 年間固定費  

= C×均等化係数

(15 年稼働,利率

2%,固定資産税率

1.4%) 

63,000×0.0861 

= 5,420 

(30,000) 

20,000×0.0861

 

  (2,580) 

= 10,330 

E:  運転費 

B×0.05 

=30,000×0.05 

= 1,500 

 

 

1,500   

F:  年間経費 
 

D + E = 6,920 

(4,080) 

11,830 
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振り子式システムの稼働率は，室蘭工業大学テストプ

ラントでの現地試験 1),7)をもとに，次のように推定する。

本システムの特徴の一つとして，他種に比べて小さな波

高で運動が始まり，カットイン有義波高は 0.3m である。

カットオフ波高は，振り子板の許容振れ角から定められ

るものであり，カットオフ有義波高は 4m とする。有義

波高 0.3 から 4m の出現確率は，高橋ら 8)によれば，日

本海の酒田沖で 85％，太平洋の鹿島沖では 95％であり，

これを可能稼働率とする。ここでは日本海を対象とし，

点検修理などによる運転休止率を可能稼働率の約 25％

として，稼働率を 0.85×0.75=0.6 とした。したがって，

年間発電量 G は下式による。  

 

G = 定格×稼働率×365 日×24 時間  

   = 90×0.6×365×24 = 473,000 kWh 

 

表-3の年間経費 Fを用いると，発電単価= F /Ｇは， 

 

  A) 鋼製フレーム型          15 (円/kWh) 

 

B）コンクリート型      25 (円/kWh) 

 

  C) B)でケーソン建設費を除いた 9  (円/kWh) 

 

これより発電コストは, 開口ケーソンが鉄筋コンクリー

ト製に比べて鋼枠製では約 40% 安価になり, 15 (円

/kWh)となった。 コンクリートケーソンの場合でも既設

防波堤の補強として, 建設費が免除されるなら, 9(円

/kWh)にまで低下する。 

また，コストを発電コストに環境コスト，社会的コス

トを加えたトータルコスト 9)で考えると，火力発電のコ

ストよりも安くなる。 

 

4.本提案の応用 

波力発電の利用は，世界のいくつかの海や海岸で現在

実現しているが，沖合風力発電に比べて非常に遅れてい

る。その主要な理由は，他種のエネルギーとの価格競争

にある。 
表-4 に波力発電の設置場所による入射パワー，用途

の比較を示している。 
 

表-4 設置場所と入射パワー，用途 

防波堤の 

設置場所 
入射パワー 用 途 

直線的な海岸 低い ロカルな照明，熱

半島，岬の海岸 高い 
熱 

ローカルな電気 

離島の海岸 より高い 島の全エネルギー

 
離島の沿岸における平均波パワーは，同じ沖合波パワ

ーを持っている本土の直線的海岸より比較的高い。その

理由は，前者は後者より広い角度を持つ入射波を受ける

からである。また，半島においては，屈折の影響のため

波パワーは直線海岸より幾分高い。 
 
 

 離島では，ほとんどを石油ディーゼル発電に依存して

おり，より遠いところから少量の石油を輸送するため，

石油価格は本土に比べて非常に高い。また，離島ではエ

ネルギーは取得されたその近くで消費されるので，エネ

ルギーの輸送コストは安くなる。よって，離島は波パワ

ーの利用の面でも有利である。 
 
5. むすび  

(1)式(8),(10)の結果から滑動安定限界波高は，既設の

防波堤と比べ約 2倍増加する。 

(2)本提案による建設費は，開口ケーソン単独方式の建

設費より安価であるので，発電コストは相当に安く

なる。開口ケーソンを鉄筋コンクリート製でなく鋼

枠製にすると，発電コストはさらに低下する。 
(3)本土の日本海海岸にある港における発電コストを試

算した結果，本提案は風力発電に対抗できるケース

があることが明らかになった。 
(4)離島では石油ディーゼル発電に依存しているため，

発電単価は非常に高価になっている。一方，本土よ

りもより強い入射パワーを常に受けており，本提案

は非常に有効である。 
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